












的事故 に対 して,あ か らじめ対応策を整えてお く態勢を総称 した言葉である。
震災につづいてタンカーの石油流出事故,それにペルーの人質事件など,不測事態の発生はたえない。
そ うした状況のなか,政府や民間はともに 「危機管理」と呼ばれる施策を重視する傾向にある。ちなみ




こでは,「危機管理」 を行政に限って検討 し,それを行政学という観点から検討 してい くずである。は
じめに,阪神淡路大震災(以 下では,神戸地震 と略称することがある)の 発生から,政府が救援態勢を
整備するまでの経過を簡単にふ り返える。それを素材に,本稿は初動態勢や救援方法などに関 して,問
題点を検討してい く。この過程のなかから,行政にとって危機 とはなにかを分析 しようとするが,小 論






淡路島を震源地 とする震度7の 大地震は,午 前5時46分,阪神地方 を襲った。 これがやがて,死 者
6,000人をこえる未曾有の大事故に発展する。この震災の第…報は,午 前6時p..秘書官によって玉沢徳
一郎防衛庁長官に伝えられた。その後,お よそ1時 間半を経過 した午前7時14分になると,自衛隊伊丹
航空隊からヘ リコプター2機 が現地の偵察 に発進 している。
;一二方,貝 原俊民兵庫県知事が姫路駐屯地司令に災害援助隊の派遣 を要請 レたのは,,地震が発生 しでか
ら4時間近 くを経過 した午前10時であらた。・また,村 山富一首相が地震の第－i報を受けたのも .この時
刻である。それか らしば らくした午前10時15分に,自衛隊第3特 科連隊215名が姫路を出発 し,午後1
時1q分から現地で救援活動 に入った。これを始点に,ピ ーク時には2万 人をこえる隊員が救援活動に従
事 した。
政府は地震が発生 した1月17日の夕刻,「災害対策基本法」にもとづ き,関係省庁の幹部を構成員 と
する 「非常災害対策本部」 を国土庁防災局に設置 した。この組織の責任者は1月20日に決 まる。 これに
は,小 里貞利 ■一北海道沖縄開発庁長官が,'「震災担当国務大臣」 という名称で任務についた。,1月19LI
になると閣議の決定によって,総理大臣を本部長 とし,閣僚を本部員 とする 「緊急対策本部」が内閣内
政審議室 に設置された。 さらに1月22日には,13省庁か1ら30名が派遣 され,事 務員を含めて総勢60名か
ら構成 される 「現地対策本部」が発足 した。その責任者には,久野統一郎 ・国土庁政務次官があたっ
た。
その後,さ らに もう一つ,別 の組織が創設 された。これは小里震災担当大臣を軸 とし,国土庁の角地
徳久 ・官房審議官をキャマプとする 「特命室」である。この緊急体制組織には,11省から課長補佐クラ
スの人材があつめられ,情 報の収集 と災害対策の企画に専従 した。 これは,あ たらしいスタイルを備え
た行政組織 として注目を引 き,神戸地震では災害援助を指揮する枢軸機関になった(小里,1995年)。
今,震 災の発生から救援活動が本格化する までの時間的な経過を,ご く簡単にメモした。 この過程か
ら・行政 と行政学に関わるいくつか重要な教訓を読みとってお く必要がある。た とえば,初動態勢につ
いてである。 自衛隊はその役割の性格上,緊 急事態の発生に常時,備 えておかなければならない。とこ
ろが,神戸地震では知事が 自衛隊に出動を要請するタイミングが大幅に遅れた○そのために救助活動が,




ことになっていた。 くわえて,自 衛隊の出動に伴 う費用は,原則としてそれを要請した府県の負担にな
った。国は被災自治体の収入を参考にして,費用の一部を補助するに止 まってきた。
こうした災害対策制度のもとで,兵 庫県の知事は,事件当時,災 害の規模 をまだ十分に把握 していな
かったρ もし災害規模が小 さければ,自 衛隊に出動を要請 した事後に発生する余分なコス トは,'.,兵庫県
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の負担 になる。 自衛 隊 に大規模 な出動 要請 をすべ きか どうか,首 長 として,,相当,判 断 に迷 うところで
あ る(高 秀,'1995年)。
費用 負担 を理 由 とす る首長 判断 の遅 れは,外 国に も例 がある。 アメ リカでは1992年8月24日に,「ア
ン ドリュー」(Andrew)とい う名前 のハ リケー ンが,フ ロ リダ州 を直 撃 した。 その結 果,ア メ リカ史
上,最 悪 と言 わ れる25万人 もの人 び とが被 害受 けた。被害 がそれほ ど大 き くなったの は,現 場で あ るデ
ー ド ・カウンテ ィ(1)adeCounty)が,知 事 に対 して救援 を要請 しなが ら,フ ロ リダ州 の州知事 がそれ
を無視 したため である。財源 の問題 か ら,知 事は カ ウンテ ィの要請 に応 え るこ とがで きなか った。 その
ため に,被 害 が拡散 した6こ れ を きっかけ にア メ リカで は,'危機 には連邦 政府が積 極的 に対応 す る こと
に変 わ った。 現在 では,連 邦危機 管理 庁(FederalEmergencyManagementAgency,FEMA)が,そ
の リー ド役を果 た してい る:(NAPA,1993)。"1
2.救 援 手 続 き と政 策 調 整 、
`tl・'、"・
神戸地震ではコス ト.に関わる問題 とは別に,救 援を要請する手続 き、にも大 きな課題がのこることにな
った。当時の 「災害対策基本法」 によると,自治団体が自衛隊に派遣 を要請する場合,そ の手続 きはそ
れぞれの自治体があ らか じめ作成 している,「地方防災計画」にもとつ く決まりになった。普通は,事
故の現場であ る市町村の首長が,知 事に救援依頼 を出す規則であった。ただこれは,文 書によることと
決められ,申 請書には救援 に必要 とされる自衛隊の人員や車両,そ れに船舶数などを記載する必要があ
った。電話での救援要請は不可能ではなかったが,そ れはあくまでも例外 とされ,電 話による場合で も
上にあげたような必要事項は伝えなければならなかった。横浜市長の見解によると,「とにか く早 く」
では救援要請の必要要件を満た していなかったのである(高 秀,1995年)6
神戸の震災では,消 防行政に も反省材料が多数,の こった。そのひとつは,防 火用水の設置である。
それが不十分であったため,消 火活動がいち じる しく滞った。なかには,消 防自動車が現場 に到着 しな
がら水がな く,立ち往生するケースも見 られた。神戸のように海に面 しているところでは,海 水を消火
活動に使 う方法がある。ところが,そ うした水利施設は整備 されていなかった。 これから緊急を要する
行政課題である。
一方,折角つないだ消火ホースが,避難 する自動車によって寸断 されるという予期 しなかった問題 も
多発 した。そのために,消 火活動が大 きく妨害 されるという事態も発生 した。さらに,他 の地方から応
援 にかけつけた消防隊が,地 域に不案内であることも消火活動を妨げた。 まず現場を知らなければな ら
ず,結 局,消 火態勢 を整えるまでに相当な時間がかかったなどの事例が出ている。.
そうした問題 は,,すべ 「政策調整」 とい う課題に集約 されるが,同 じようなケースはアメリカにも出
ている。.こ で若干,紙 数を割いて,カ リフt,ルニア州にあるオークランド市(CityofOakland)の
事例を考察 してお きたいと思 う。同市は近年,'2度にわたってマスIrミの関心 を集めた6い ずれも,危
機管理行政に深 く関係する事件である。そのひとつは,1989年であるが,こ の年,大 きな地震がオーク
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ラ ン ドやサ ンフラ ンシス コを含 むベ イエ リア(TheBayArea)と呼 ばれる地域 を直撃 した。
そ の結 果,オ ー クラン ドとサ ンフラ ンシス コを結 ぶベ イブ リッジの 一部が崩 落 し,オ ー クラ ン ド市 内
を縦断 す る高 速道路 が完全 に崩 壊 した。 この惨 事 のち ょうど2年 後,1991年に今度 はオー クラ ン ド市 の
山側 で火災が発 生 し,カ リフォルニ ア史 上,最 悪 の山火事 に発 展 した。 この 火災 によって14名の 人び と
が命 を落 と し,損 害 総額 は15億ドル に達 した(NewYorkTimesIUmanac,199β,p.221)。
1997年i2月に ピ ッ ツバ ー グ大 学 で 危機 管 理 を教 え る ル イー ズ ・コ ン フ ォー ト教 授(LouiseK.
Comfort)に,オー クラ ン ド市 の 山側,山 腹 にあ る自宅で面接 す る機 会 を得 るこ とがで きた。同女 史が
危機管理 行政 を専 門 に研 究す るこ とにな ったの は,1991年の大火が きっか けであ る。当時,カ リフ ォル
ニ ア大学 バ ーク レー に在 籍 中の教授 は,こ の火事 に よって自宅 を焼失 した。
女 史の 目の前 で 自宅 は炎 につ つ まれ たが,最 悪 の事 態 になる まで,教 授 はオー クラ ン ド市 に緊急 の連
絡 を試 み,消 火隊の 出動 を何 回 とな く要請 した。 しか し,オ ー クラ ン ド市 ではあ ま りの 大火 になす術 が
な く,近 隣の消防 隊 に援軍 の出動 を依頼 しなけれ ばな らない始末 であ った。コンフ ォー ト教授 による と,
近 隣の フ リーモ ン ト市 か ら援軍 がやが て火災現場 に到 着 した。 しか し,フ リーモ ン ト市 の消防隊が持 参
した消火 ホースは,オ ー クラ ン ド市の消 火栓の 口径 に合 わなか った。 その ために,消 防 車が現場 にい な
が ら放水 がで きず,結 局,援 軍 は まった く役 には立た なか った。放水 ので きない消防 自動 車の前 で,コ
ンフ ォー ト教授 は 自宅が焼失 してい くの を,た だぼんや りとながめ ていた と述懐 して いる。
カ リフォルニ ア州 で は,こ のオ ー クラ ン ド市 での山火事 の失政 を教 訓 に,そ の後,2つ の新 しい制度
を作 るこ とにな った。そ の ひとつ は 「危機管理 行政基準」,も うひ とつは 「自治体相互援助 制」 であ る。
これ らは2つ の仕組 み は,今 で はアメ リカの各地で制度 化 され,危 機 管理 では もっ とも重要 な試 みに な
って きてい る。 わが国の今 後に とって も参考 にな る ところが少 な くない。 やや まわ り道 にな るが,つ ぎ
にそれ らの制度 を簡単 に紹 介 してお きた いと思 う。
3.危機管理行政のあたらしい試み一 アメリカの経験
こ こでは引 きつづ きオー クラン ド市 に焦点 をあ て,危 機管理行政 の システム を考察す る。 アメ リカの
政府行 政機 関では,多 くが危機管 理 にい くつか の行 政 目標 を立 てて きてい る。 まず組織 の面 で言 う と,
オー クラ ン ド市政 を総括 す る行政専 門官(CityManager)が危機 管理体制 の最高責任者 にな る。 ただ,
平常 はこの行政専 門官の 下 に,危 機 管理官(EmergencyServicesManager)が特設 され,こ のポス ト
が,危 機管理 目標 を実現 に近づけ る実質上 の責 任者 にあた る。
オ ー クラ ン ド市 の危機 管理行政 は,カ リフォルニア州 の 「危機管 理行政 基準 」 に整合す る こ とが必 要
で あ る。 カ リフ ォル ニア 州 で は,1995年3月 に 「危 機 管理 行 政 基準 」(StandardizedEmergency
ManageMentSystem,SEMS)を作成 した。 この基準 は,も ともと1970年代 にロスア ンゼル ス地域 の消
防 隊が 開発 した制度 である。 それが1991年に発 生 したオー クラ ン ドでの 山火事 をきっかけに州全体の基'
準 に昇格す る ことになった。
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カ リフ ォルニ ア州 の 「危機管理行政 基準」 は,州 内の さまざまな政 府機関が 緊急事態 の発生 した場合
に とるべ き行動基準 をあ らか じめ設定 した ものであ る。 た とえば,不 測の事態 が発生 して も,規 模 が小
さい場合,現 場 に近い消防隊 や警察 で対応 が 可能 である。 これ ら現場 レベ ルで処理可 能な事件 は,州 内
に共通の 「事件対応 マニ ュアル」(lncidentResponseSystem)にもとづ き処 理 され る。反対 に規 模が
大 き くなる と,事 故 は複数の 自治体 に またが って拡散す る可能が高 い。 事情 によっては,複 数の 自治体
で も手 に負 えない事 件 になるケース もあ り得 る。
自治体 で対応 で きない場合,関 係団体 は非常事態宣 言 を出すが,そ うなる と危機 の管理 主体は 自治体
か ら地域 レベ ル に移 る。その後,さ らに広 域 圏につ くられた危機管理行 政本部 か ら,最 終 的には知事 を
本 部長 とする州 レベ ルの管理 に危機 の対応 主体 は上昇移動 す る。 その際,管 理 主体 の移動 を促 す イニ シ
アテ ィブは,つ ねに下位機関 にある こ とを明記 しておかなけれ ばな らない。 つ ま り,カ リフ ォルニ ア州
の制度 では,自 治体が非常事態 を宣言 し州政府 に依頼 を出 さない 限 り,州 政府が勝手 に事 故 の解 決 に乗
り出す こ とはで きない原則 であ る(StateofCalifornia,Governor'sOfficeofEmergencyServices,
1995)。
オー クラン ド市 の大火 を きっか けにカ リフ ォルニ ア州 が創 設 を決 め た もうひ とつの 制度 は,「自治体
間相互援助制」(MutualAidPlan)である。 これ はす でに触れだ ように,オ ー クラ ン ド市の消 火栓 が,
近隣 の消 防隊が もつ ホー スの 口径 に合わなか った失策か らは じまった。 この事 件 を糸 口に,危 機管理 行
政 では自治体 間の整合性 が どれ ほ ど重要であ るかが認識 される ようになった。
自治体 のなか には,化 学消防車 な ど専 門的 な機材 を もつ ものの,'はしご車が ない ところが ある。反 対
に,は しご車 はあ るが警察力 が不足 している ところ も多 い。わが国 と異 な り自治 を基 本 とする アメ リカ
で は,自 治体 問の経 済力 や行政 能力 に大 きな格差が生 じる。 もとよ り,危 機 に対す る備 えも…応で は な
い。 そ う した 自治体 間格差 を念頭 に しなが ら,カ リフォルニ ア州の 「自治体間相互援助 制」 は,非 常 時
に 自治体 が相互 に人材や機材 を融通 しあい,危 機 に対 して協働 で対応 で きる方法 を規定 した制度で あ る
(StateofCalifornia,Governor'sOfficeofEmergencyServices,1991)。
この制 度は正確 には,「カ リフ ォル ニア州 ・自治体 間相 互援助 基本協定」(CaliforniaMasterMutual
AidAgreement)と呼 ばれる。この基本協定 は,警 察事務,消 防 ・人命救助,救 急医療,公 共事業 な ど.
い くつ かの行 政分野 から構成 される。その ひ とつ は,緊 急 時に 自治体 が警 察力 を融通 しあ う 「警察事 務
相 互援助協定」(LawEnforcementMutualAidPlan)である(StateofCalifornia,Governor'sOffice
ofEmergencyServices,n.d.)。
アメ リカでは一部の例外 を除いて,自 治体 はそれ ぞれ独 自の警 察 をもたなけれ ばな らない。 そのため
に,ア メリカの 自治体警察 は一般 的 に規模 が小 さい。 ところが,非 常時 になる と交通整 理や 治安の維 持
に警察 力は欠かせ ない。大 きな警察 力が どう しても必要 になる。 この ジ レンマ を どう埋 め るか,ア メ リ
カの自治体 では きわめ て深刻 な問題 であ る。
それ を解 決 しよう とす るのが,「警 察事務 相互援助 協定」 であ る。 この協定 で は,あ らか じめ非常 時
用の手続 きが規 定 され,そ れに もとついて 自治体間で警察 の派遣 や活用 な どが実施 され る。 それに関わ
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る費用 は,基 本 的 にはそれぞ れの 自治体 の負担 にな る。例外 的 に州 や連邦政府 か ら費用 が補填 され るこ
とがあ るが,そ の場合 には,大 統 領や知事 が関係 する 自治体 をあ らか じめ災害被災地域 に指定する こと
が必 要 である。
カ リフ ォル ニア州で は,同 じレベ ルの ヨコの関係 だ けでは な く,上 位の タテの行政機 関 に対す る相互
援 助 な どにつ いて も,詳 細 な手 続 きを設け ている。警察事 務の例で い うと,自 治体 の警 察本部長が緊急
事態の 発生 に対 して,自 力で対応 が不可 能 と判 断 した場 合,議 会や行政専門官 と協議 の上,地 域圏の警
察事務 調整官.(OperationalAreaLawEnforcementlCoordinator>に援助 を求め る。 自治体か らの要
請 を受 けた地 域圏調整官 は,事 態が地域 圏 レベルで解決 で きる もの か どうか,・的確 な判 断 を下 さなけれ
ば な らない。必 要 な場 合 には,自 治体 か らの要求 をさ らに広 域 圏に上げる場 合 も起 こ りうる。 この広 域
圏 の レベルで は,広 域 圏警察 事務調整 官(RegionalLawEnforcement、Coordinator)が責任者で ある。
この調 整官 は,区 域 内の下 部組 織 であ る地域 調整官 に よつて互 選 され るが,こ の広 域圏 レベ ルで対応で
きない事態 につい ては,最 終 的 に州 の調整官(StateLawEnforcementCoordinator)を中心 に州政府
が危 機 に対応 す る。
'4;組織の崩壊 と危機管理行政〒一阪神大震災から学ぶ
そ うした カ リフ ォルニ アに経験 を念頭 に,阪 神淡路 大震 災を もう一一度,検 討 してみる と,こ の震 災で
は,兵 庫 県や神 戸市で行 政組織 その ものが崩壊 し,行 政機能 がマ ヒす る とい う,異 常事 態が発生 したこ
とが もっ と もクリテ ィカ ルな問 題 として記憶 にの こる。リーダー,事 務職 員 と もに震災の被 災者 として,
行動 の 自由が奪 われ,職 務 の遂 行が事 実上,不 可能に なった。 、,
こ とに神戸市 では,笹 山幸俊 市 長の存在が全 然,見 えない とい う批判が 上が った。-震災後,緊 急時 に
おい て首 長は,守 りの姿 勢 をやめ て攻 めの姿勢 に転 じ,市 民 か ら見 える場所 につね にい るこ とが必要 と
説 く意 見が出 た。マ ニュ アルの ない非 常事態 では,リ ーダー シ ップはこ とに重要であ る。首 長は事態 を
判断 し,決 断 す る方 針 をはっ き りと示 す必 要があ った と言わ れる。 また,神 戸市で は職 員,15,000人中,
17日の夕 刻前 に出勤 で きたの は,7,300人程度 であ った。 県庁 では職員,3,100人中,震 災当 日はそ の20
96,,翌18日で も40%の出勤率 に しか な らなかっ た(高 秀,1995年)。 ・
こ うした経験 を どう理論 化 し,そ れ を将来 にど う生か してい くか。 この 課題 を考 えるにあ たっては,
な によ りもまず,行 政 と行 政機 関 に関 して常識 と言われ て きた点 を,改 めて再検討 してお く必 要が ある。
その上 で,危 機 に必 要 とされ る組織 を,ア メリカで の事 例 を参考 に しなが ら,リ ーダー シップの 問題 や
人事,あ るい は事 務や意 思決定 な どと も合 わせて,考 察 す るのが よ り効 果的 である。
われわ れが普通,'行政 と呼 ぶ ものには,2つ 必 要 とされ る要件が ある。 その ひ とつ は 「安定性」,も
うひ とつ は 「継 続性」 であ る。 行政 はある一定の規 則 に したがい,さ まざ まな課題 を整然 と処理 す る責
任が あ る。行政 における事務処 理は,客 観的 な方法 と手続 きに したがい,粛 々 と解 決 されていかなけれ
ば な らない。 ・'、 、 、、
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それを行政の 「安定性」 と呼ぶが,同 時に行政が実施 してい く事務処理の方法や規則 は,あ る特定の
期間,継 続 しなければならない。方法や規則がひんぱんに変わっては,行 政に不可欠の客観性や公平性
は維持で きない。手続 きの 「継続性」は 「安定性」と並んで,現 代行政が必要 とす る2大 要件である。
'行政の 「安定性」 と 「継続性」 は
,「ルーチ ン」 とい う表現にお き換えることがで きる。実際には,
事務処理の 「ルーチン化」を目指 して,行 政機関は努力を重ね,い ずれの国において もそれを行政が 目
指すべき重要な行動指標として きた。ふ り返ってみると,こ の事務のルーチン化 を確保するため,行 政
にはいろいろな工夫がなされて きている。組織には階統制が組み込 まれ,そ の命令系統は一元化が原則
になってきた。'また,組織内部では文書と規則にもとつ く意思決定が行われ,手続 きがなによりも重視
される。そうした行政で常識とされる要件は,す べてが 「安定性上 と・「継続性」 を担保するために考え
られた方法である。`"… 、
そうした性格 をもつ行政は,安定化を阻害する突発的な出来事や,継続性を犯す不測の事態に対 して,
きわめて脆弱である。ルーチン化 しない非ルーチン的な事件に,行 政は本質的に反発力 をもたないのが
普通である。言い換えるなら,行 政にとって 「安定性」が犯 され,「継続性」 を維持で きない出来事の
発生が,実 は危機なのである。 ・ ・'"`t
－端,危機に直面すると行政は,「安定性」を回復 し,「継続性」を復元するような行動をとらなけれ
ばならない6危機管理 と呼ぶのは,そ うした復元力 を引 き出す仕掛けのことを指称 している。実際には,




行政機 関の外部で,規 模 の大 きな緊急 の事態 が発生す る。具体 的 な事例 と して,1923年に起 った関東
大震 災が想起 され る。 この とき,行 政は準 備の不足 もあ って,こ の不測 の事態 に まった く対応 で きなか
った。たとえば,地 震で内務省が崩壊 し,復興に不可欠め東京市の地図が焼失したも資 料は横浜市 に唯
一',残 ってい たが,政 府 は急 き ょ,こ の地 図 を もとめて横浜 にひ とを派遣 しなけれ ばな らない始末で あ
つた。政府 機関が地震 に よって完全 に機 能不全 に陥 り,当時の政府 はあた らし く帝都復 興院 を創 設 した。
この 大正中期 の出来事 は,危 機が行政 を圧倒す るほ ど大 き く,結 果,行 政 は基本 となる組 織 か ら消滅 し
なければ ならなかった こ とを表 してい る。 τ ヨ.
ケーtス(2)一 機能の寸断
この場合にも行政は,そ の対応能力を越 える不測の事態 に直面する。 これ に照応する出来事 として,
阪神淡路大地震が考えられる。この予想を越 える大事件によって,国 をはじめ県や市の行政機関は事務
能力を寸断された。国と県との連絡が重要な局面で途絶え,自衛隊との連係 もうまく機能 しなかった。
さらに,応援 にかけつけた消防の部隊などでも,防火用水の不足や地図の不案内など,数 多 くの課題を






ペルーでおこった日本大使館の人質事件は,危 機管理行政 とい う点では,こ れまでになかったあたら
しいケースになった。出来事が外国 ということもあって,わ が国の行政機関は外 務省など一部をのぞい
て,直接的にはほとんど大きな影響を受けなかった。人質事件は結局,1997年4月までおよそ4か 月間
も継続するが,そ の間,わ が国の行政機関は日本を巻 き込んだ危機 と,距離をおきなが ら共生すること
になった。内政 と外交が密接 に関係する時代になって,今 後も日本の行政機関はリモー トコントロール
で危機に対応 しなければならない事例が増えて くるかもしれない。危機との共生はこの先,日 本の行政
が考慮すべ き大 きな課題のひとつになる。
ケース(4)一 危機の吸収`
4つ目の様式は,行 政機関が危機 に対 して十分な備えと,事前の準備をもつ場合である。その 上,行
政システムに早期警報装置が組み込 まれていると,行 政機関は危機 を組織全体の安定性 と継続性を脅か
す危険と認識 しない。むしろ,危 機であって も,それを吸収 してルーチ ン化 し,平常事務の一部 として
処理することができる。理想 を言うなら,そのような危機 に対する応答性が高い機関こそが,危 機管理
でモデルとされるべ き組織である。 自然災害については,静 岡県や東京都など一部の自治体で,対 応力
のある体制をつ くる努力がなされて きている。ただ,人 的災害に関 しては,ア メリカなどの例ではター
ゲッ トが しぽれないという課題がのこる。その上,政 治的な性格 をもつ爆破事件などが増加 し,危機管
理の理想 とされる行政の実現は,ま だまだこれから先のことになる。
5.これからの制度設計と危機管理一 おわりに代えて
い うまで もないが,危 機 に直面 して行 政機関が とると見込 まれ る行動様式 の うち,第4の パ タ一一ンが
これ か らの危機管理行 政で もっ とも関心 を呼ぶべ きモデル であ る。それ をここで は,「シ ステム新 生 モ
デル」 と指称す るが,こ のモ デルの最 大の特 徴は,行 政機関 が危機 をルーチ ン化 し,不 測の事態 を平常
的な事務 に転化 する吸 収力 を身につ けてい ることにあ る。
危機 を吸 収 し,そ れ をシステムの一・部 に平常 化す る力 を もつ 「システム新生モデ ル」は,行 政 機関が
少な くとも4つ の 目標 に向か って努 力す ることをもとめ る。
その ひとつ は,事 前準備 くPreparedness)であ る。予想 される 自然 や人的災害 に対 して,組 織 や人事,,
さらには,命 令系統 な どの面で輌行 政機関 はルーチ ン化 とは別に,非 ルーチ ン化 した制度 をあ らか じめ
準 備 しておか なけれ ばな らない。 そ うした事前準 備の必要性 を認識 す ること,あ るいはそれ を意識す る
ことが,.この先の危機管理行 政の正 否 を占 う決め手 になる。
第2は,対 応性(Responsiveness)である。 これ は人的,な らび に物 的資源 をフルに動 員で きる力量
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を意味 している。.動員効果をあげるため,行 政機関内部に危機管理の専門職 をあたらしぐ設けることが
考えられる。わが国では,と りわけ一般の行政部門で危機管理を専門にする職員はいない。ことに管理
職になるとほ とんどがアマチュアで,片 手間の仕事になっているのが通例である。、これから危機は複雑
化 し,多様化を進める。危機管理のプロを養成することは,応答性 を上げるとい う意味からも,緊急の
課題である。 ・`
さら{・第3,に1緯 韓 が難 して杜 の復元力(Rec・ve・y).を勘 る と"'う髄 を挙げるこ とが
で きる。神戸市の例を見る.までもなく,復旧から復興にいたる時間軸は,で きる限 り短 くなければなら
ない。それを短縮で きないと,行政機関の能力が問題視 され,そ の正統性すら問われ はじめる。今後,
行政は危機管理の重要な一部分 として,復 元力の時間軸 を短 くすることに相当な工夫を講 じてお く必要
がある。 こうした面での知識の蓄積は,危 機管理行政の将来に不可欠である。
最後に,こ れか らの行政機関はMitigationと呼ばれ,突 発事件の発生に対 して,組 織のダメージを
軽減するいろいろな方法をあらか じめ考案 しておく必要がある。軽減策(Mitigation)は,もともと地
震 に対 して建築物などの耐震性 を上げる言葉 として使われてきた。ところが,軽 減策の導入は組織や人
事,さ らには財源や事務などについても考慮 してお くべ きコンセプ トであ る。ただ,先 に挙げた事前準
備が,認 識や意識 を対象とするのに対 して,こ こでい う軽減策は実際の物理的な側面を重視する。より
実践的な意味が込められている。
今後,危 機的な状況が発生すると,行政は異常事態に対 して,事 前準備,対 応性,復 旧と,そ れに軽
減策の4つ の対策を組織や制度設計にあ らかじめ組み込んでお く必要がある。つ きつめれば,そ れがで
きるかどうかに,危機管理行政の成否がほとんどかかっているとい うべ きである。われわれは阪神大震
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